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※令和７年度は決算見込み額です。

※　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

213,019,423 0

深谷市営住宅管理代行業
務
緑ケ丘住宅改修工事
（59-3号棟）

深谷市営住宅管理代行業
務
緑ケ丘住宅改修工事
（60-1，-2、-3号棟）

深谷市営住宅管理代行業
務
緑ケ丘(60-4号棟)･宿根
(63-2号棟 第1期)改修工
事

深谷市営住宅管理代行業
務
宿根(63-1号棟、63-2号
棟 第2期)改修工事

225,839,000

執行体制

項 目

令和8年度

事務事業を
構成する
予算事業

本事業の
主な業務

市営住宅家賃決定

公営住宅入居者募集案内

公営住宅家賃・駐車場使用料徴収（一部）

市営住宅各種証明書申請書の取次（一部）

市営住宅計画修繕・大規模修繕

市営住宅管理代行業務委託

行政財産使用許可

市営住宅建替

作成日

細事業名

事
業
費 地方債

年度別計画

317,880,000 274,163,000

0

決算額

国支出金

326,588,000

230,859,734

116,476,000

39,720,000

19,347,000

単位：円

0

総事業費試算

人件費相当試算※

従事職員数（人）人件
費

144,958,829 248,319,942

11,410,858 20,826,429

1.45

事務事業評価表
１．基本事項

2.60 2.60

根拠法令
個別計画等

事業区分

目的
※何のために

市営住宅管理事業［建築住宅課］

　住宅に困窮する低額所得者へ対し、低廉かつ安全な市営住宅を提供する

対象
※誰・何を対象に

区分 款

手段
※どのように

　管理代行業務によるノウハウを生かした施設運営を行う。
　保守点検業務や修繕を行う。

成果
※何を求めるか

　施設を安全で良好な状態に保持し、入居者が安心して生活できる環境を確保する。

中項目 1 都市整備の行き届いたまちづくり

121,700,000

事務事業

1

事業概要

２．事業費（投入コスト）

総
合
計
画

主要プロジェクト

193,100,000

78,635,971 118,471,218 105,964,734 71,972,423

204,282,000

15,192,000 20,774,000 17,012,000

213,019,423

区分

大項目

小項目

5

　本事業は、市営住宅について、計画的な修繕の実施などによる適正な施設管理や、管理代行業務による安定した施
設運営を行うものである。

県支出金 0 0 0 0 0

住宅管理費

財
源
内
訳 他特定財源

一般財源

予算（現額）

28,395,000

住宅費

　入居者及び住宅に困窮する低額所得者、市営住宅建築物

78,900,000

235,059,868 349,490,071

22,040,445 22,902,071

2.60 2.60

9,348,295

96,500,000

227,493,513

令和5年度 令和6年度

252,237,561

21,377,827

令和08年06月19日(金)

令和9年度

公営住宅法
深谷市営住宅管理条例
深谷市営住宅長寿命化計画（第２次）

■ □

0 0

建築住宅課 担当係 施設住宅係 管理番号 45221市営住宅管理事業

快適で利便性の高いまち

良好な市街地・住環境形成の推進

令和7年度

土木費

133,547,971

深谷市営住宅管理代行業
務
緑ケ丘住宅改修工事
（59-2号棟）

担当課

令和4年度

前年度決算額（円）

一般会計



目標値の算定根拠/実績値の出所
成果指標３

観点別評価は、指標達成の有無の他、その達成率も勘案して総合的に評価します。
目標値の設定がないものについても、進捗状況等を踏まえA～Cの三段階にて評価します。

・活動実績は、見込みに沿い、か
つ投入資源に見合っているか。

（１）事業達成度評価
事業達成度評価は、意図した活動により事業目的に適う成果がでているかを評価します。
（評価基準）（A:達成している　B:おおむね達成している　C:達成していない）

B活動

評価理由・指標数値の推移
●市営住宅の維持管理戸数については、政策空き家の用途廃止を全て完了
し４４８戸となっている。
●市営住宅の修繕等対応件数については、施設の老朽化が進んでいるが、
微増に留まっている。

指標名

市営住宅の修繕等対応件数

施設の不具合による人身事故
発生件数

目標値

実績値

政策空き家解消割合

市営住宅長寿命化計画に基づ
いた市営住宅改修率

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

評価評価の観点区分

100.00 100.0097.30

0.00 0.00

100.00 100.00

件

目標値

実績値

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標２

成果指標１

単
位

戸

３．評価指標

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標１
実績値

政策空き家の用途廃止時期が予測できないため設定しない/管理台帳（団地カルテ等）

区分

市営住宅の維持管理戸数

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

成果指標２

5.00 10.00 15.00

実績値の算出式

5.00

実績値

目標値

174.00

15.00

87.60

平成２８年度（当初入居戸数７３戸）から年８戸の退去を目指す　/　累計退去戸数／当初入居戸数

実績値の算出式

191.00 171.00 159.00

93.20

0.00

％

％

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

令和
9年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

評価者 施設住宅係長　大塚光晴

区分 評価の観点 評価 評価理由

効率性

・意図した成果が上がっている
か。
・指標未達成の場合は、その原因
を分析できているか。

・ICTの活用や業務改善が充分か。
  ※検証必須
・コスト面など効率的に執行できてい
るか。
・民間委託や他事業との統合・連携が
可能か。

市営住宅の管理を埼玉県住宅供給公社へ業務委託することで、安定した施
設運営が行え、事業の効率化が図られている。
また、埼玉県住宅供給公社の管理システムが導入されており、ＩＣＴ化が
図られている。

B

A

●管理代行を委託する埼玉県住宅供給公社と共に、市営住宅施設の定期点
検等を行うことで、施設の不具合による人身事故を防いでいる。
●政策空き家解消割合は、令和６年度に１００％（７３戸移転）となり目
標を達成した。
●市営住宅長寿命化計画に基づく市営住宅改修率は、２０事業中５事業の
完了（２５％）を目標としていたが、３事業の完了（１５％）に留まり目
標に達していない。

成果

（２）事業効率性評価
事業効率性評価は、執行体制や手段など効率的に事務事業を執行しているかを評価します。
（評価基準）（A:効率的である　B:高める余地あり　C:効率的でない）

評価者 施設住宅係長　大塚光晴

４．観点別評価

目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

15.00

76.70 100.00

安全な施設管理を目指すため０件とした　/　発生実数による

0.00 0.00

0.00 0.00

100.00

　

40.00 45.00

0.00

令和
7年度

令和
8年度

457.00

25.00

Ｒ３年度より深谷市営住宅長寿命化計画（第２次）※第１次はＲ２年度完了　/　改修等累計件数／改修等予定件数

0.00

件

471.00

故障等の発生については予測できないため設定しない　/　修繕記録

0.00 0.00

448.00 448.00


